


















れるとともに, 具体的制度設計も複数提案されていた｡ 日弁連は, 陪審制
度導入を提言していた｡ しかし, 裁判員制度導入後は, 具体的な陪審像は
提示されてこなかった
(３)
｡ そこで, まずは, 日弁連がどのような提言等を行っ
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のか｣ 現代人文社 (1998年) 参照｡ また, 最高裁判所事務総局 ｢陪審・参














① 適用事件は, 刑事の重大事件 (法定刑が死刑, 無期, 短期１年以上









年, ｢刑事陪審法改正討議要綱｣ をまとめた (以下 ｢討議要綱｣ という)｡



















(５) 裁判員は, 衆議院議員の選挙権を有する者の中から選ばれる (｢裁判
員の参加する刑事裁判に関する法律｣ 13条)｡ 日弁連提言が ｢地方公共団



















由, 除斥事由, 辞退事由, 当事者による陪審候補者の無条件排除や理














なければならない｣ とされている (池田修・合田悦三・安東章 ｢解説裁判















ものではない｡ また, 検察官の立証不十分の場合には, 裁判官による








その後, 日弁連・司法改革推進センター第２ (陪・参審) 部会は,
1998年４月, 陪審制と参審制の併用を前提とする ｢刑事陪審・参審法











506(506) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(８) 手続二分制度は, 最近の日弁連意見書でも提言されている｡ 日本弁護
士連合会2012年 (平成24年) ９月13日付 ｢新たな刑事司法制度の構築に関
する意見書 (２)｣ 参照 (https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/
report/data/2012/opinion_120913_2.pdf)｡































法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 507(507)
(10) 二重の保障とは, 陪審が有罪評決に至るだけでなく, 裁判官も有罪判
断となることが必要であるという趣旨である｡
陪審法 (大正12年４月18日法律第50号｡ 以下, この法による陪審を
｢旧陪審｣ という
(11)
｡) は旧憲法下の法律であるので, 例えば, 陪審員とな
る者が男性に限定されているなど, 現行憲法下では, そのまま適用でき





裁判官は, 再評議を求めることができた (陪審法95条)｡ 討議要綱で
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｢高木試案｣ という｡)｡ これは, 裁判員制度を前提として, 一定の場合





なく, 検察官が裁判員のみによる判断を求める場合 (たとえば, 死刑
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(12) 岩田太 ｢陪審と死刑―アメリカ陪審制度の現代的役割―｣ (信山社・
2009年) 73, 73頁の注178及び179では, 非死刑事件一般に陪審量刑を認め




事件など) でも独立評決となりうる｡ また, 被告人の選択とは関係な
く, 公務員である裁判官が関与することが相当でないと思われる事件







高木試案では, 裁判員の人数は, 裁判官の数の ｢数倍｣ 程度とされ






年に成立した ｢裁判員の参加する刑事裁判に関する法律｣ (以下 ｢裁判員
法｣ という｡) や2004年の刑訴法改正以前のものでもある｡ また, 現時点
(2019年１月１日時点) で, 裁判員制度は定着し, これを改廃する必要性
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とすべきである
(16)(17)
｡ ただ, 討議要綱と同様, 自白事件 (裁判員法２条３項
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(15) 裁判員裁判は, 重大事件について必須に実施されるものであり, また,
法定陪審事件も重大事件を念頭においている｡ そこで, 仮に法定陪審事件
を設けると, 裁判員対象事件との重複が生じる｡
(16) 仮に全事件とするのが難しければ, 当面, 裁判員裁判対象事件のみと
することも一案である｡
(17) 日弁連は, 裁判員非対象事件について, 被告人の選択による裁判員裁











































512(512) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(20) 特に裁判員裁判対象事件の場合, いったん裁判員が選任され, 第１回
公判期日が開かれたにもかかわらず, 当該裁判員の処遇をどうするか (陪











たしかに, 本来的にはこれらの廃止が必要である｡ しかし, 現在の裁




















法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 513(513)
(23) ｢刑事訴訟法等の一部を改正する法律 (平成16年法律第62号) 及び刑
事訴訟規則等の一部を改正する規則の解説｣ (法曹会・2010年) の中の,
落合義和・辻裕教 ｢刑事訴訟法等の一部を改正する法律 (平成16年法律第
62号) の解説｣ 91, 92頁参照｡
証拠能力を判断するための手続をどのように行うのかとの点について
は, 討議要綱を議論していたころも難問であり, 様々な意見がありうる
ところである｡ 筆者は, 現時点では, 現行法を改正することなく, 以下
のようにしてはどうかと考えている｡
① 現行の公判前整理手続の中で証拠能力の判断を行うことが望ましい
場合には, 公判前整理手続段階で証拠能力の判断を行う｡ しかし, 裁
判員裁判の場合と同様, 陪審が審理する公判開始後も, 陪審同席のも
と, 公開法廷で行うことができるものとする｡
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判断事項は, 罪となるべき事実, 証拠の標目及び法令の適用と, 法律上
犯罪の成立を妨げる理由又は刑の加重減免の理由となる事実が主張され
たときのそれに対する判断である (刑訴法335条｡ なお, 裁判員法78条













法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 515(515)
罪判断にならず, 再審理となるのは被告人に不利益であるとの観点から,
大阪弁護士会案では全員一致制にしていない｡
(26) 例えば, 松尾浩也監修 ｢条解刑事訴訟法 (第４版)｣ 943頁｡
































516(516) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
殺人の成否のみならず, 正当防衛の成否も評決対象とすることになるとこ
ろ, 正当防衛の個別要件をも評決対象とすることができるかどうかの検討
が必要となる｡ この点は, 評決方法として, 一般評決とするか特別評決と
するかの違いとなるので, 日本にふさわしい制度としてさらなる検討が必
要である｡

























(裁判員法56条等) が, 陪審の場合は, 裁判長に告げて, 裁判長か
ら行う制度となる｡




裁判員の義務については, 裁判員法の各所で見出せる (例えば, ９
条, 70条等) ところ, 基本的に陪審員の場合にも適用できる｡ また,
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(30) ただ, 裁判員法では, ６人の裁判員を前提に４人の不選任請求権が認
められているが, 12人陪審員を前提にすれば, ４人を超える請求権を認め





































518(518) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)


























法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 519(519)
(32) ただ, 実践で手続二分を目指したものとして, 最近では, 杉田宗久
｢裁判員裁判における手続二分論的運用｣ 同 ｢裁判員裁判の理論と実践
[補訂版]｣ (成文堂・2013年) 193頁, 四宮啓 ｢手続二分の可能性と弁護実
践｣ 後藤昭・高野隆・岡慎一 ｢実務体系現在の刑事弁護２・刑事弁護の現
代的課題｣ (第一法規・2013年) 171頁, 青木孝之 ｢裁判員制度と手続二分｣
木谷明責任編集 ｢シリーズ刑事司法を考える第５巻 ｢裁判所は何を判断す




裁判員制度は, 平成23年11月16日の最高裁大法廷判決 (以下 ｢裁判員

































520(520) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
(33) 違憲説としては, 例えば, 柳瀬昇 ｢裁判員制度の意義と展開可能性｣
日本法学第83巻第１号 (2017) 24頁が詳しい｡





























法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月) 521(521)
(35) 酒巻匡 ｢裁判員制度の合憲性｣ 刑事訴訟法判例百選 [第10版] 114頁｡
(36) 西野吾一・矢野直邦 ｢刑事裁判における国民の司法参加と憲法 裁判
員制度と憲法31条, 32条, 37条１項, 76条１項, 80条１項 裁判員制度と
憲法76条３項 裁判員制度と憲法76条２項 裁判員の職務等と憲法18条後














れば, 憲法は, 一般的には国民の司法参加を許容しており, これを採
用する場合には, 上記の諸原則が確保されている限り, 陪審制とする
か参審制とするかを含め, その内容を立法政策に委ねていると解され




 憲法31条, 32条, 37条１項, 76条１項, 80条１項について
裁判員合憲判決は, 第２の３項において, 現在の裁判員制度が憲











522(522) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
度と憲法37条１項｣ 最高裁判所判例解説刑事編平成27年度 (法曹会・2017
年) 82頁の注18｡ なお, この注18は, 本文79頁の ｢罪体の判断機関と量刑
の判断機関とが同一であることが直接主義や口頭主義の絶対的要請といえ
ないことは, 例えば米国の陪審制度 ( jury trial と sentencing の峻別) を
みれば明らかであろう｣ との記述に対応する注である｡















































ただこの点, 上記判示に引き続き, ｢先に述べたとおり, 評決の
対象が限定されている上, 評議に当たって裁判長が十分な説明を行
















524(524) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
議を裁判官と裁判員が一緒に行う制度であって, 少なくとも１人の
裁判官が多数意見に加わる必要がある裁判員制度に限定された意見










にすれば, 被告人の人権保障に悖ることはない｡ 仮に, そうでなく






以上のことからすれば, 上記判示に従えば, 陪審制 (あるいは日
弁連提案) も76条３項に反しないと言いうる｡
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は, 陪審による裁判 (以下 ｢陪審裁判｣ という) に付する (本項による陪
審裁判を以下 ｢法定陪審事件｣ という)｡
但し, 被告人が陪審裁判を受ける権利を放棄した場合はこの限りでない｡
② 前項に該当しない事件であっても, 被告人の請求があった場合は, 陪審




① 被告人は, 刑事訴訟法第291条に定める手続が終了するまでは, 裁判所
の面前において, 陪審裁判を受ける権利を放棄することができる｡

























526(526) 法と政治 70 巻 1 号 (2019 年 5 月)
が開始する前までのいかなる時点においても, 公判廷において有罪である
旨の陳述をすることができる｡
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② 陪審員候補者は, 除斥の理由があると考えるときは, これを裁判長に申
し出なければならない｡










検察官, 被告人または弁護人は, 陪審員候補者に対し, 陪審員選定に必要
な質問をすることができる｡
23 (理由付き忌避)
① 検察官, 被告人または弁護人は, 陪審員として公正な職務を遂行するこ
とが困難であると思われる相当の理由がある陪審員候補者については, 理
由を示して忌避を申し立てることができる｡
② 裁判所は, 前項の申立があった場合には, すみやかに忌避を認めるか否
かを決定しなければならない｡
24 (無条件忌避)

















① 陪審裁判に付する場合, 裁判所は, 刑事訴訟法第291条に定める手続終
了後直ちに, 当該事件を, 陪審公判期日における手続を円滑に行うための








① 検察官は, 法定陪審事件の場合は起訴後遅滞なく, 請求陪審事件の場合
は陪審裁判の請求あり次第遅滞なく, 弁護人に対し, 当該事件に関するす
べての証拠の目録を交付しなければならない｡





























が争われた場合は, 裁判所は, 直ちに, 公開の法廷で, その証拠能力の有
無に関する取調べをしなければならない｡




















但し, 裁判長は, メモをとることが相当でないと認めるときは, 申立ま
たは職権により, これを制限することができる｡




















意見を聞いたうえで, 陪審員に対し, 公訴事実に関する法律上の要件, 争














② 陪審員でない者は, 裁判長の許可なく評議室に入り, または陪審員と交
通してはならない｡
37 (証拠の閲覧等)
① 陪審員は, 評議のため必要があるときは, 公判廷で取り調べたすべての
証拠物を閲覧し, 供述 (・証言の内容) を確認することを要求 (すること
が) できる｡


















③ 陪審が前項の評決に達することができない場合は, 裁判所は, 評決不能
を理由として, 公訴を棄却しなければならない｡








③ 陪審員は, 第１項の指示があったときは, 無罪の評決をしなければなら
ない｡
40 (陪審員の任務終了)
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Thinking the Outline of Japanese Criminal Jury System
Takeshi NISHIMURA
Japan has the Saiban-in System in criminal justice system. Judging body of
Saiban-in system is organized by 6 ordinary people and 3 professional judges.
So from the viewpoint of organization of this system, Saiban-in system is
mixed jury system, not pure jury system.
JFBA, Japan Federation of Bar Associations, has been strongly proposing
to introduce American style pure jury system in Japan. And JFBA published
the outline of criminal jury system. But Japanese government adopted mixed
jury system, not pure jury system.
Though Saiban-in system is mixed jury system, some parts of Act of
Saiban-in are similar to American style pure jury system. For example, we
have Saiban-in selection procedure like American jury selection procedure.
So even now, I think that there will be possibility of introducing pure jury
system with Saiban-in system in Japan.
In this article, I am considering the shape of criminal pure jury system on
the condition of existence of Saiban-in system. One of major characters in
my proposals is that criminal defendant can choose pure jury system in case
that he / she is charged by felony crime which is mandatorily decided by
Saiban-in system.
I think that this is first step in re-consideration of introducing pure jury
system after Saiban-in system was implemented. I would like to continue
pragmatic consideration for introducing pure jury system in Japan.
